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就労継続支援Ａ型
１　就労継続支援Ａ型サービス費（１日につき）
イ　就労継続支援Ａ型サービス費(Ⅰ)

 ( 1 )利用定員が20人以下　　584単位
 ( 2 )利用定員が21人以上40人以下　519単位
 ( 3 )利用定員が41人以上60人以下　487単位
 ( 4 )利用定員が61人以上80人以下　478単位
 ( 5 )利用定員が81人以上　　462単位
ロ　就労継続支援Ａ型サービス費(Ⅱ)

 ( 1 )利用定員が20人以下　　532 単 位
( 2 )利用定員が21人以上40人以下　474単位
( 3 )利用定員が41人以上60人以下  440単位
( 4 )利用定員が61人以上80人以下  431単位
( 5 )利用定員が81人以上    416 単 位
注１～３   （略）
４  イ及びロの算定に当たって次の⑴から⑼までのいずれかに該当する場合（ただし⑶から⑺までについては平成27年10月１日以降に 限り、⑻及び⑼については、平成27年９月30 日までに限る。）にそれぞれ⑴から⑼までに 掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算 定する。
(1) 利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合  別に 厚生労働大臣が定める割合
(2) 指定就労継続支援Ａ型等の提供に当たっ て、指定障害福祉サービス基準第197条に おいて読み替えて準用する指定障害福祉サ ービス基準第58条又は指定障害者支援施 設基準第23条の規定に従い、就労継続支援 Ａ型計画（指定障害福祉サービス基準第197 条において読み替えて準用する指定障害福祉サービス基準第58条第１項に規定する就 労継続支援Ａ型計画をいう。以下同じ。）又 は施設障害福祉サービス計画（以下「就労継 続支援Ａ型計画等」という。）が作成されてない場合　　100分の95

(3) 平均利用時間（過去３月における利用者のう ち、雇用契約締結利用者の延べ利用時間を 当該利用者の延べ人数で除したものをいう。 以下同じ。）が１時間未満の場合　100分の30

(4) 平均利用時間が１時間以上２時間未満の場 合　　100分の40

(5) 平均利用時間が２時間以上３時間未満の場 合　　100分の50

(6) 平均利用時間が３時間以上４時間未満の場 合　　100分の75

(7) 平均利用時間が４時間以上５時間未満の場 合　　100分の90

(8) 週20時間未満の利用者(⑼において「短時間 利用者」という。)が現員数の100分の50以 上100分の80未満の場合　　100分の90

(9) 短時間利用者が現員数の100分の80以上 の場合　　100分の75


	（４） 就労継続支援Ａ型サービス費 

① 就労継続支援Ａ型サービス費について 

（一） 就労継続支援Ａ型サービス費の区分について 

就労継続支援Ａ型サービス費については、利用者を通所させ
て就労継続支援Ａ型を提供した場合又は施設入所支援を併せ
て利用する者に対し、就労継続支援Ａ型を提供した場合（特定
旧法指定施設を利用していた者に限る。）に、当該指定就労継
続支援Ａ型事業所における人員配置に応じ、算定する。 

なお、指定就労継続支援Ａ型事業所に雇用される障害者以外
の者については、就労継続支援Ａ型サービス費の算定対象とな
らないものであること。 

ア 就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅰ）については、指定就労継
続支援Ａ型であって、従業者の員数が利用者の数を 7.5で除して得た数以上であること。 

イ 就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅱ）については、就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅰ）以外の指定就労継続支援Ａ型事業所であって、従業者の員数が利用者の数を 10 で除して得た以上であること。 

（二）短時間利用者が一定割合以上である場合の所定単位数の算定について 

ア 報酬告示第 13 の１の就労継続支援Ａ型サービス費の注４の（8）及び（9）の短時間利用者数が一定割合である場合の減算の取扱いについては、「現員数（雇用契約を締結している利用者で一週間のうち１日でも利用のあった者の合計数のことをいう。）」のうち「短時間利用者（週 20 時間未満の利用者のことをいう。）」の占める割合が、100 分の 50 以上100分の80 未満である場合又は100分の80以上である場合に減算を行うものとする。 

イ アの割合は直近の過去３月間において、１週間ごとの割合
を求め、当該期間の週平均の割合をもって算定する。ただし、
算定対象となる３月間の最初の週と最終の週が、算定対象外
の月をまたぐ場合は、当該週を除いて計算するものとする。 

ウ 平成 27 年９月 30 日までの取扱いであること。 

（三） 事業所における１日の平均利用時間が一定の場合の所定単位数の算定について 

ア 報酬告示第 13 の１の就労継続支援Ａ型サービス費の注４
の（3）から（7）までの１日の平均利用時間が一定の場合に
おける減算の取扱いについては、事業所における雇用契約を
締結している利用者の１日当たり利用時間の平均が、１時間
未満、１時間以上２時間未満、２時間以上３時間未満、３時
間以上４時間未満又は４時間以上５時間未満である場合に
減算を行うものとする。 

イ アの平均利用時間は、雇用契約を締結している全ての利用
者における直近の過去３月間の延べ利用時間を直近の過去３月間の延べ利用人数で除して算出するものとする。ただし、利用開始時には予見できない事由により短時間利用（１日の利用時間が５時間未満の利用のことをいう。以下同じ。）となってしまった場合、当該短時間利用となってしまった者について、短時間利用となった日から 90 日を限度として平均利用時間の算出から除外しても差し支えないこととする。なお、短時間利用となってしまった事由について都道府県に届け出ること。 

ウ 平成 27 年 10 月 1 日以降からの施行であること。

	問48　就労継続支援Ａ型の短時間利用者における減算について、過去３月間の延べ利用時間を延べ人数で除するとあるが、ここでいう利用時間とは、雇用契約に基づく労働時間ということか。（H27.3.31 vol.1）
（答）
　○利用時間は、雇用契約に基づく労働時間だけでなく、休憩時間や昼食時間、サービス管理責任者との面談に要する時間等を含む。
　　ただし、有給休暇の取得や遅刻・早退などによりサービス利用のない時間、送迎に要する時間等は含まない。
　（今回の改定に伴い、以下のＱ＆Ａについて削除）
　平成21年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆ＡVOL.3-1（平21.5.11）２就労継続支援A型　問２
　（参考・VOL.3-1（平21.5.11））
　問前年度が旧法施設であり、今年度に多機能型に移行した場合において、前年度の実績は当該加算の対象事業にそれぞれ加算するのか。（例：就労継続支援A型、就労継続支援B型、生活介護実施の多機能型事業所）
　答お見込みのとおり。前年度の旧法施設における実績が当該加算要件を満たしている場合、各対象事業にそれぞれ加算する。
　（この場合、前年度の旧法施設における実績が当該加算要件を満たしていれば、就労継続支援A型と就労継続支援B型にそれぞれ加算。）



１　「報酬告示」とは、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成18年厚生労働省告示第523号）をいう。

２　「留意事項通知」とは、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成18年10月31日障発第1031001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）をいう。

３　「27年度Ｑ＆Ａ」とは、「平成27年度障害福祉サービス等報酬改定に関するQ&A」をいう。
